
（平成２１年１２月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 20 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 24 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 1954 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年７月から 42年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月から 42 年６月まで 

    私は、妻と共に昭和 44 年７月 17 日に国民年金の加入手続を行い、妻

と同様に国民年金保険料を特例納付したはずであり、妻が納付済みとな

っているのに自分の保険料が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は夫婦連番で払い出されており、申立期

間は 12 か月と短期であり、申立期間後の国民年金保険料はすべて納付済み

となっている。 

   また、申立期間について、申立人の妻の保険料は第３回特例納付で納付

済みとなっている。 

   さらに、納付日の確認できる昭和 42 年７月から 47 年３月までの保険料

は、いずれも夫婦が同日に納付しているなど、基本的に夫婦一緒に保険料

を納付していたものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1955 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 38 年３月まで 

私の国民年金の加入手続は、父が兄の分と一緒に昭和 36 年４月ごろに

Ａ市役所Ｂ支所で行い、申立期間の国民年金保険料は、自宅で毎年１年

分ずつを集金人に納付していたはずであり、兄は納付済みとなっている

のに私の分は未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間について国民年金保険料

をすべて納付し、申立期間は 12 か月と短期間であるとともに、申立期間前

後の期間は納付済みであり、国民年金制度への関心及び保険料の納付意識

の高さがうかがえる。 

また、社会保険事務所が保管する申立人の兄及び兄嫁の特殊台帳では、

申立期間において第１回特例納付を意味する附則 13 条の記載はあるが、納

付金額及び納付年月日の記載がない上に、社会保険事務所において昭和 63

年４月 19 日に申立期間の納付記録が未納から納付済みに訂正されている

ことから、行政側の記録管理が適正に行われていなかった可能性がうかが

える。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1956 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年１月から同年３月まで 

    私は、Ａ区からＢ市に引っ越してきた昭和 46 年 11 月に、Ｂ市役所で

国民年金の申請免除の手続を夫の分と一緒にした。国民年金手帳には、

当時市役所の職員の説明として、47 年１月から同年３月まで申免と記載

されており、夫の国民年金手帳には 46 年 10 月から 47 年３月までの申請

免除を承認した印が押されているのに、私の申立期間の記録が未納とな

っているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録によると、申立人の夫は、申立期間を含む

昭和 46 年 10 月から 47 年３月までの期間が未納とされているが、申立人の

夫が所持している国民年金手帳には、46 年 10 月から 47 年３月までの国民

年金保険料の免除を承認した印が押されている上、昭和 48 年度については、

社会保険庁のオンライン記録では申請免除のままとなっているが、社会保

険事務所が保管する申立人の夫の特殊台帳には、追納した記録があり、申

立期間当時、行政側の記録管理が適正に行われていないことが確認できる。 

   申立期間に近接した、申立期間後の昭和 47 年４月から 52 年３月までは

申請免除の記録となっているが、後日、保険料を追納している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を免除されていたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1957 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 63年７月から同年９月までの期間及び 63年 12月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

                   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年７月から同年９月まで 

         ② 昭和 63 年 12 月 

20 歳になったとき、私の親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料は、結婚するまでは親が納付してくれ、結婚後は妻が夫婦二人分を

市役所から送られてきた納付書により金融機関で納めていた。申立期間

について、妻の保険料は納付済みとなっているのに私の保険料が未納と

なっているのに納得できない。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳のときから国民年金に加入し、申立期間前後の国民年金

保険料は納付済みとなっている上、申立期間①は３か月、②は１か月と短

期間である。 

また、結婚後、申立人の保険料を一緒に金融機関から納付していたと主

張する申立人の妻は、申立期間の保険料が納付済みとなっている上、申立

期間当時の生計、生活状況に特段の変化は認められないことから、保険料

を納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1958 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年 12月から 46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 
    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 12 月から 46 年３月まで 

    私は、納付期間が昭和 44 年 10 月から 46 年３月までの国民年金保険料

の領収書を所持しているが、このうち 45 年 12 月から 46 年３月までの期

間が未納とされており納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が結婚した後の昭和 46 年 11

月以降に払い出されていることが確認できるが、納付記録によると、申立

期間前の 38 年８月以降の国民年金保険料を未納期間をなくすよう特例納

付している状況がみられ、申立人の保険料の納付意欲は高かったものと認

められる。 

また、申立人は、納付期間が「自昭和 44 年 10 月 至昭和 46 年３月分 １

年６月間」と記載された領収書を所持しており、その領収書から 44 年 10

月から 46年３月までの保険料を 47年１月 18日に郵便局を通じて過年度納

付していることが確認できる。 

さらに、申立期間は４か月と短期間である上、申立人は申立期間以外の

国民年金加入期間の保険料をすべて納付していることを踏まえると、申立

期間のみが未納となっているのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1959 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年５月から 51 年３月まで 

         ② 昭和 52 年４月から同年 12 月まで 

        私は、昭和 45 年４月末日で会社を退職し、Ａ市でＢ業を始めた。会社

を退職した後、すぐに妻がＡ市役所で国民健康保険と国民年金の加入手

続を行い、妻が定期的に集金に来た男性に国民年金保険料を二人分支払

っていた。国民年金に加入し、保険料を納付することが義務だと思って

いたので、きちんと納付していた。申立期間について未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、９か月と短期間である上、申立人とその妻は

申立期間前の昭和 51 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を過年

度納付しており、申立期間後についても納付済みであり、申立人及びそ

の妻が一緒に保険料を納付していたとの申述があることを考え併せると、

申立期間②のみが未納とされていることは不自然であると考えられる。 

 

２ 一方、申立期間①については、一緒に納付したとされる申立人の妻の

保険料も未納となっている上、申立人の国民年金手帳記号番号はＣ社会

保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の手帳記号番号の

前後の任意加入者の資格取得日から、昭和 52 年 12 月から 53 年１月まで

の間に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、その時点において

申立期間①の大半である 45 年５月から 50 年９月までの間は時効で保険

料を納付することができない。 



また、申立期間①の始期である昭和 45 年５月から 46 年７月までにＡ

市で発行された手帳記号番号の払出簿を縦覧調査した結果、申立人夫婦

の氏名は確認できず、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1960 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年５月から 51 年３月まで 

         ② 昭和 52 年４月から同年 12 月まで 

        私は、夫が昭和 45 年４月末日で会社を退職し、Ａ市でＢ業を始めたの

で、会社を退職した後、すぐにＡ市役所で国民健康保険と国民年金の加

入手続を行い、私が定期的に集金に来た男性に国民年金保険料を二人分

支払っていた。国民年金に加入し、保険料を納付することが義務だと思

っていたので、きちんと納付していた。申立期間について未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立期間は９か月と短期間である上、申立人

とその夫は申立期間前の昭和 51 年４月から 52 年３月までの国民年金保

険料を過年度納付しており、申立期間後についても納付済みであり、申

立人及びその夫が一緒に保険料を納付していたとの申述があることを考

え併せると、申立期間②のみが未納とされていることは不自然であると

考えられる。 

 

２ 一方、申立期間①については、一緒に納付したとされる申立人の夫の

国民年金保険料も未納となっている上、申立人の国民年金手帳記号番号

はＣ社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の手帳記

号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、昭和 52 年 12 月から 53

年１月までの間に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、その時

点において申立期間①の大半である 45 年５月から 50 年９月までの期間



は時効で保険料を納付することができない。 

また、申立期間①の始期である昭和 45 年５月から 46 年７月までにＡ

市で発行された国民年金手帳記号番号の払出簿を縦覧調査した結果、申

立人夫婦の氏名は確認できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1961 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年２月から 48年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月から 48 年６月まで 

    私は、結婚前の昭和 48 年７月ごろにＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）へ

母と一緒に出向き、国民年金の加入手続を行い、それまでの未納分の国

民年金保険料を納付した。申立期間が未納となっているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、その払出簿により、昭和 48 年７月に

Ａ市において払い出されていることが確認でき、この時点で申立期間は現

年度納付及び過年度納付が可能である上、当時、Ａ市役所では現年度納付

書及び過年度納付書の作成を行っていたことを確認済みであり、申立内容

に不自然さは見当たらない。 

また、申立人は申立期間後に未納は無く、申立期間は 17 か月と比較的短

期間であることから、納付していたものと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間直後の昭和 48 年７月から同年９月までの期間について

は、当初未納と記録されていたが、申立人が所持する年金手帳に「規則に

よる検認」と記載されていたことから、平成 21 年３月 24 日付けで納付済

みに訂正されており、行政側の記録管理に不手際が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  



千葉国民年金 事案 1962 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 45 年４月ごろにＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、国

民年金保険料は３か月から６か月ずつ納付してきた。申立期間当時は専

業主婦で納付は大変だったが、将来老後を一人で迎えることも想定して、

１か月も漏れなく納付した。昭和 55 年１月から同年３月までについて未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫と共に昭和 45 年４月に国民年金に加入して以降、申立

期間を除き国民年金加入期間において国民年金保険料をすべて納付してい

る上、申立期間は３か月と短期間であることから、納付していたものと考

えるのが自然である。 

また、昭和 47 年４月から 48 年３月までの期間については、当初、未納

と記録されていたが、申立人が所持する国民年金手帳に検認印があること

から、平成 21 年３月３日付けで納付済みに記録訂正されており、行政側の

記録管理に不手際が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1963 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。    

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年１月から同年３月まで 

私は、20 歳になったときから国民年金に加入し、国民年金加入期間の

国民年金保険料はすべて納付していたので、Ａ市役所で納めた申立期間

の保険料が未納となっているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 42 年＊月に国民年金に加入して以降、国

民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付し

ている上、申立期間は３か月と短期間であることから、納付していたもの

と考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



千葉厚生年金 事案1452 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格

取得日に係る記録を昭和39年７月16日に訂正し、申立期間に係る標準報酬

月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年７月16日から同年８月１日まで 

    私は、昭和37年４月１日から平成10年５月31日までＡ社に継続して勤

務していたにもかかわらず、同社Ｃ支店から同社Ｂ支店へ異動したとき

の昭和39年７月16日から同年８月１日までの期間について、厚生年金保

険の加入記録が欠落している。正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された申立人の履歴台帳及び雇用保険の加入記録から判断

すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和39年７月16日に同社Ｃ支

店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和39年８月の社会保険事

務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、Ａ社Ｂ支店における資格取得の届出に誤りがあった

旨回答していることから、事業主が昭和39年８月１日を資格取得日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



千葉厚生年金 事案 1453 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額

の記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成３年 12 月１日から４年６月 30 日まで 

私は、平成３年 12 月から４年５月までについては 53 万円の報酬を受

けていたが、記録が訂正され標準報酬月額が８万円に下げられている。

元の標準報酬月額に直してほしい。当時、私は取締役であったが、今回

の訂正処理手続については、承知していない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社は、平成４年６月 30 日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約１

か月後の同年８月４日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が、３年 12

月から４年５月までの期間について 53 万円から８万円に遡及
そきゅう

して訂正さ

れていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理

を行うべき合理的理由は見当たらない。  

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は当該事業所の取締役であ

ったことが確認できるが、元顧問社会保険労務士及び元従業員は、「申立

人は営業を担当しており、社会保険関係の業務はすべて事業主が行ってい

た。」と証言している。 

さらに、当該事業所が解散した平成４年６月 30 日以降、事業主は行方

不明となっており、その後の残務整理に関して申立人は、「残務整理は私

と姉と弟とで行っていたが、経理の関係は姉が行っており、私は行ってい

ない。」と供述している上、その弟は、「債権者に対する対応は自分が対

応しており、申立人は債権者会議に出るようなことは無かった。」と述べ

ており、申立人は、事業主の行方不明後も債権整理や社会保険の手続には、

携わっていなかったと考えられ、当該遡及訂正処理に関与していないと認

められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと



は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、53 万円に訂正することが必要である。 

 



千葉厚生年金 事案 1454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 41 年７月１日、資格喪失日に係る記録を同年 10 月１日とし、

申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月１日から同年 10 月１日まで 

私は、申立期間中、Ａ社に勤めていて、厚生年金保険料も控除されて

いる。厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

給与明細書及び元同僚の証言により、申立人が申立期間においてＡ社に

勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の控除額から、

8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被

保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届

を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても、社会保

険事務所が記録処理を誤るとは考え難いことから、事業主から当該社会保

険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険

事務所は、申立人に申立期間に係る保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 



千葉厚生年金 事案 1455 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 43 年８月 20 日）及び資格取得日

（同年 12 月１日）に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２

万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年８月 20 日から同年 12 月１日まで 

私は、昭和 42 年 10 月１日にＡ社Ｂ支店に入社し、44 年８月 31 日に

退職するまで継続して勤務し、この間事業主から厚生年金保険料を控除

されていたのに、43 年８月 20 日から同年 12 月１日までの間が厚生年

金保険被保険者期間となっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 42 年 10 月１

日に厚生年金保険の資格を取得し、43 年８月 20 日に資格を喪失後、同年

12 月１日に同社において再度資格を取得しており、同年８月から同年 11

月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、複数の元同僚の証言、雇用保険の加入記録及び当該事業所発行

の申立人に係る在職証明書から、申立人が申立期間を含む昭和 42 年 10

月１日から 44 年８月 31 日まで継続して勤務していることが確認できる。 

また、上記在職証明書には、申立人が当該期間において厚生年金保険料

を控除されていたものと考えられると明記されており、申立期間当時に

同じ部署にいた元同僚は、「申立人は、退職するまで途中休むことも無

く仕事の内容も変わらず、アルバイトでもなかった。」と供述している。 

加えて、このような供述をした同僚を含め、当時の同僚３人は、いずれ

も申立期間において厚生年金保険の記録が継続している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事



務所の記録から２万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているものの、社会保険事務所で資格取得及び喪失の

記録が管理されており、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届

及び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれ

を記録する特段の事情もうかがえないことから、事業主が社会保険事務

所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 43 年８月から同年 11 月までの保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



千葉厚生年金 事案 1456 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の

記録を53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年１月１日から同年 10 月１日まで 

社会保険事務所で厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、私

がＡ社に勤務していた平成２年１月１日から同年 10 月１日までの標準

報酬月額が、著しく低い額となっていることが分かった。正しい標準報

酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社は、平成２年 12 月６日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その４か

月後の３年４月６日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が２年１月から

同年９月までの期間について 53 万円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂正さ

れていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理

を行うべき合理的な理由は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、同社の代表取締役であ

ったことが確認できるが、遡及訂正の処理が行われる前の平成２年 12 月

26 日に代表取締役を辞任し、同日までに他の役員も辞任して全役員の交

替が行われていることが確認できることから、申立人は、当該遡及訂正処

理に関与していないものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、53 万円に訂正することが必要である。 

 



千葉厚生年金 事案 1457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 42 年９月 11 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月１日から同年９月 11 日まで 

私は、昭和40年９月にＡ社が経営するＢ事業所に入社し、経営者が

変わっても職場を変えることなく平成21年３月に退社するまで継続して

勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の記録が無いので、訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

社会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿により、申立人を含む

59 人が昭和 42 年５月１日にＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を

喪失し、このうちの 48 人が同年９月 11 日にＣ社Ｄ事業所における被保険

者資格を取得していることが確認できる。 

しかし、申立人及び連絡が取れた複数の元同僚はいずれも、申立期間に

おいて継続して勤務し、業務内容、給与及び給与からの控除に変化は無く、

経営者が変わったことも後日知ったと述べている上、申立人は、雇用保険

の加入記録により、昭和 40 年９月 28 日に資格取得してから申立期間を含

め平成２年４月 30 日に離職するまで継続して勤務していることが確認で

きる。 

また、Ａ社は昭和 42 年９月 29 日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っているところ、同日まで被保険者資格が継続していた者が 38 人確認で

き、この中には申立人と同じ職種の者が複数みられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に継続

して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 42 年４月の社会保険

事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社の事業主の所在は不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



千葉厚生年金 事案 1458 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)Ｃ出張所

における資格取得日に係る記録を昭和 34 年 11 月２日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

                 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年 11 月２日から 35 年１月１日まで 

私は、昭和 29 年７月にＡ社に入社し、平成元年 11 月 30 日に退職す

るまで継続して勤務したが、34 年 10 月１日付けでＣ出張所に転勤した

ときの厚生年金保険の加入記録に欠落があるので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が申立人に交付した在職証明書及び人事異動通知書（写し）並びに

雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し

（厚生年金保険の適用上は、昭和 34 年 11 月２日に同社本社から同社Ｃ出

張所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 35 年１月の社会保険

事務所の記録から１万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載を誤ったと認めている

ことから、事業主が昭和 35 年１月１日を資格取得日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る 34 年 11 月及び同年 12 月分の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



千葉厚生年金 事案 1459 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の

記録を 15 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月１日から 53 年１月１日まで 

私の昭和 52 年 10 月から同年 12 月までの標準報酬月額は、社会保険

庁の記録では９万 8,000 円となっているが、実際は 15 万円であり間違

っている。当時の健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬月額決定通知

書があるので、訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬月額決定通知

書には、申立期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する 15 万円と記

載されている上、管轄の社会保険事務所の確認印も押されていることが確

認できる。 

また、社会保険事務所が保管する申立人の厚生年金保険被保険者原票に

おいて、申立期間の標準報酬月額について訂正等が行われた形跡は無く、

社会保険事務所において標準報酬月額の記録処理を誤った可能性が高い。 

さらに、申立人が所持する健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬月額

決定通知書に記載されている標準報酬月額と社会保険庁のオンライン記録

が相違していることについて、管轄の社会保険事務所は、当時の関連資料

等の保存期限が経過し、存在しないため不明である旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立期間において、申立人が

主張する標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認めら

れる。 

なお、申立期間の標準報酬月額は、健康保険厚生年金保険被保険者標準

報酬月額決定通知書に記載されている 15 万円とすることが妥当である。 



千葉厚生年金 事案 1460 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年１月１日から同年２月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（昭和 35 年３月にＢ社に名称変

更）における資格取得日に係る記録を 32 年１月１日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年１月１日から同年２月１日まで 

② 昭和 37 年９月 21 日から同年 11 月１日まで 

申立期間①については、私は、昭和31年６月から37年９月20日までＡ

社に継続して勤務しており、勤務場所も変わったことはない。申立期間

②については、給料の締め日である昭和37年９月20日までＢ社に勤務し、

その翌日から、Ｃ社に勤務した。申立期間について厚生年金保険の被保

険者期間となっていないのは納得できないので、被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、昭和31年６月から37年９月まで

Ａ社に継続勤務していたと主張しているところ、社会保険庁の記録に

より、31年６月５日にＤ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得し、

32年１月１日に資格喪失後、同年２月１日にＡ社で資格取得している

ことが確認できる。 

しかし、元上司は、「Ｄ社は、Ａ社から分岐して設立された系列会

社であり、両事業所とも同じ建物にあり、社長も同一人物である。」

と証言し、複数の元同僚も、「申立人がＤ社からＡ社へ異動する過程

において、勤務形態や仕事内容に変化は無かった。」と証言している

上、社会保険事務所が保管する両事業所の健康保険厚生年金保険被保



険者名簿により、両事業所とも所在地が同じであり、両事業所間にお

いて人事異動があったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、Ａ

社に継続して勤務し、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和32年２月の社会

保険事務所の記録から9,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該事業所は既に廃業し、当時の事業主も既に他界し

ているため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②については、元同僚及び元上司の証言により、申立人は、

Ｃ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和37年11月１日以前

から同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、当該事業所は、昭和37年11月１日に厚生年金保険を新規適

用しており、申立期間②において適用事業所ではない上、申立人と一

緒に異動した元同僚も、申立期間は厚生年金保険の被保険者となって

いない。 

また、Ｃ社は、昭和 47 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主は既に他界し、賃金台帳等の関係資料

の所在が不明であることから、申立期間当時の勤務実態を確認するこ

とができない上、ほかに申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 1461 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ事業

所）における資格喪失日に係る記録を昭和 30 年５月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 6,000 円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から同年５月１日まで 

私は、昭和 27 年６月からＡ事業所に勤務し、28 年７月からは厚生年

金保険にも加入し、30 年４月末まで勤務したが、厚生年金保険の被保

険者資格喪失日が同年４月１日となっているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与明細書により、申立人は、Ａ事業所に昭和

30 年４月 30 日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り４月分の給与から当月控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、俸給精算書における厚生年

金保険料控除額から、6,000 円とすることが妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



千葉国民年金 事案 1964 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年１月から同年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年１月から同年５月まで 

    申立期間については、当時実家で同居していた両親から国民年金に加

入し、国民年金保険料を納付するよう言われ、未納の督促状が送られて

きた記憶も無く、納付しているはずであり、未納と記録されていること

には納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によると、申立期間の国民年金被保険者資格の得喪記

録は、社会保険事務所において平成 12 年 12 月５日に入力処理されている

ので、申立人は、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した同年 11 月 11 日

以後に国民年金の加入手続をしたことが推認されることから、その時点に

おいて申立期間は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、

申立期間の保険料を納付する前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）が無く、納付金額等についての申立人の記憶が明確

でなく、保険料の納付状況等が不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年４月から 58年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年４月から 56 年３月まで 

         ② 昭和 56 年４月から 58 年９月まで 

私は昭和 56 年４月に夫と一緒に国民年金の加入手続をし、２年間さか

のぼって未納分を納付したのを覚えており、申立期間が未納とされてい

るのは納得できない. 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人が所持している年金手帳には、初めて

国民年金の被保険者となった日は昭和 56 年４月１日と記載されており、

その資格記録と社会保険庁の資格記録とが一致していることから、申立

期間①は国民年金に未加入の期間で国民年金保険料を納付できない期間

である。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、夫と一緒に国民年金の加入手続を

したと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号は＊、申立人の夫

は＊と３万 4,000 番余りの開きがあり、社会保険庁のオンライン記録に

より、申立人の手帳記号番号は、昭和 60 年 10 月に払い出されたことが

認められる。 

また、Ａ市が保管する申立人の被保険者名簿の記録から、申立人に対

して、過年度納付書を昭和 60 年 11 月５日に交付し、同年 12 月３日に過

年度納付が可能であった 58 年 10 月以降の保険料が納付されたことが確

認でき、その時点においては、申立期間②は時効により保険料を納付で

きない期間である。 

 



さらに、申立期間①及び②の保険料を納付する前提となる別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、

申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



千葉国民年金 事案 1966 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月から 50 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、婚姻後の昭和 42 年８月ごろにＡ区役所

で国民年金の加入手続をして、納付書で金融機関に納付し、その後、48

年 10 月にＢ市に転居したが、引き続きＡ区の納付書で納付し、49 年度

もＡ区より納付書が送付されたので 50 年３月まで納付したはずであり、

未納と記録されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年９月ごろにＢ市で払い出さ

れており、その時点で、申立期間のうち 49 年６月以前の国民年金保険料は

時効により納付することができない期間であり、申立期間の保険料を納付

する前提となる別の手帳記号番号がＡ区で払い出されていたことをうかが

わせる形跡も見当たらない。 

また、昭和 48 年 10 月にＢ市へ転入後も、Ａ区より交付された納付書で

昭和 48 年度及び 49 年度の保険料を納付したと申立人が主張する納付状況

等は、当時の市区町村の国民年金事務と相違している。 

さらに、申立期間は 96 か月と長期間であり、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1967 

              

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年９月から 59年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年９月から 59 年８月まで              

    私は、昭和 57 年１月に結婚し同年９月に会社を退職したので、同年９

月ごろにＡ区役所Ｂ出張所で国民年金の加入手続を行い国民年金保険料

を納付してきた。申立期間の 57 年９月から 59 年８月まで未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年９月ごろ、国民年金に加入し、国民年金保険料を納

付してきたと申述しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保

険事務所からＣ市へ 59 年３月に払い出され、その後、申立人へ 59 年９月

に払い出されていることが確認でき、社会保険庁のオンライン記録及び申

立人が所持する年金手帳により、59 年９月 25 日に初めて被保険者の資格

を取得していることが確認でき、申立人が所持する年金手帳と行政側の資

格記録がすべて一致していることからみて、申立期間は未加入期間と考え

るのが自然であり、保険料を納付することはできなかったものと考えられ

る。 

また、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿の申立期間に係る

調査の結果においても、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1968  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年 11月から 52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 45 年 11 月から 52 年３月まで 

    結婚後の昭和 53 年７月ごろ、私の妻がＡ市役所で妻自身の国民年金加

入手続を行った際、市の職員から国民年金保険料を特例納付で 20 歳まで

さかのぼって納めれば満額の年金を受給できるので私も国民年金に加入

するよう勧められ、同年秋ごろ、妻が市役所で私の加入手続を行い、保

険料は、妻の銀行口座から 40 万円か 50 万円くらいを引き出し、市役所

で 40 万円くらいを一括納付したのに申立期間が未納となっているのは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年の秋ごろ、申立人の妻が市役所で国民年金の加入手

続を行い、特例納付による国民年金保険料 40 万円くらいを市役所で一括し

て納付したと主張しているところ、申立人自身は納付に関与しておらず、

納付したとする申立人の妻も、その金額についての記憶は明確ではなく、

曖昧であり、納付したとする保険料額の特定が困難である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の任意加入者の資格取得

日から昭和 53 年４月 28 日、同年５月１日及び同年５月２日のいずれかの

日に払い出されたことが推認されることから、申立人の申立内容は不自然

である上、申立人の妻の手帳記号番号も、同時期に払い出されており、そ

の妻も自分の国民年金加入手続を行ったのは、暑い時期の７月ごろである

と証言しているなど申立内容には矛盾がみられる。 

さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された時点では、老齢基礎年金

の受給に必要な 25 年の資格期間は将来十分に確保できることから、特例納

付制度の目的からみて、申立期間の保険料をさかのぼって特例納付する必



要性は乏しかったものと推認される。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は一切無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1969 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月から 51 年３月まで 

    私は、昭和 50 年４月にＡ市からＢ市に転入し、将来を考えＢ市でその

年に国民年金に加入した。夫は既に国民年金に加入し国民年金保険料を

納付していたが、私の分は納付していなかったので、Ｂ市に行ったとき

は一緒に納付しようと話し合っていた。Ｂ市への転入を契機に夫が国民

年金の加入手続を行い、保険料も夫が納付したはずである。Ｂ市に転入

してから納付が始まったのは間違いなく、未納とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所が保管する国民年金

手帳記号番号払出簿により昭和 51 年７月以降に払い出されたことが確認

でき、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見

当たらない。 

また、手帳記号番号の払出年月からは、申立人が国民年金の加入手続を

行ったのはＢ市に転居した翌年度以降であったことになり、昭和 50 年４月

に現年度納付の方法により納付したとする申立内容には矛盾がみられる。 

さらに、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、昭和 51 年７月以

降であり、その時点で、申立期間の国民年金保険料の納付は過年度納付と

なるが、保険料を納付したとする申立人の夫は、申立期間の保険料をさか

のぼって納付した記憶が無いと証言していることから申立期間の保険料が

納付されていたとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したとする関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1970（事案 387 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 43 年 11 月から 54 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 11 月から 54 年 12 月まで 

    当初の判断後、新たな資料は無いが、申立期間の国民年金保険料を市

役所の窓口で納付したはずなので、再審議願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人の国民年金手帳記号番号の払

出日が特例納付期間（昭和 53 年７月１日から 55 年６月 30 日まで）より後

であること、申立人の主張する納付状況が当時の状況と合致していないこ

とから、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年７月 23 日付けで年金記録

の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

申立人は、市職員による横領の可能性にも言及し、申立期間の国民年金

保険料として、100 万円以上の金額を市役所の窓口で納付したとの主張を

繰り返しているが、申立内容に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は認められない。 

また、口頭意見陳述においても、申立人の主張から、申立期間の国民年

金保険料を納付した事実は確認できなかった。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



千葉国民年金 事案 1971 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 45年５月から同年 10月までの期間及び昭和 48年９月から

同年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年５月から同年 10 月まで                     

       ： ② 昭和 48 年９月から同年 10 月まで 

    私は、昭和 53 年に特例納付の話を知って、Ｂ村役場で相談したところ、

７か月間の未納期間があると言われたので２万 8,000 円を特例納付した。

私は、申立期間が未加入期間であることを知っていて、申立期間を特例

納付しようとしたにもかかわらず、納付書は 40 年９月から 41 年３月ま

での７か月と記載されていた。40 年９月から 41 年３月までの期間につ

いては、20 歳になったときに勤務先で国民年金の加入手続をして、国民

年金保険料は、勤務先に来た集金人に納付していたので二重納付になり、

納得できない。Ｂ村役場が納付書の期間を間違えて記載したのだから、

本来納付する予定であった未加入期間８か月分を納付済みに訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する国民年金手帳の資格記録欄には、20 歳になった昭和 40

年＊月＊日に国民年金の被保険者資格を強制で取得し、45 年２月 16 日に

資格喪失後、３年以上経過した 48 年 11 月５日に任意で資格を再取得して

いることが確認でき、社会保険事務所が保管する特殊台帳の記録並びにＣ

町、Ｄ町及びＢ村が保管する国民年金被保険者名簿の記録と一致し、申立

期間①及び②について国民年金の加入手続を行った形跡はうかがえず、国

民年金の被保険者として取り扱われていなかったことが確認できる。 

   また、申立人は、申立期間①及び②が未加入期間であることを承知の上

で特例納付しようとしたと主張しているが、申立期間①のうち 45 年 10 月



及び申立期間②は、厚生年金保険に加入している申立人の夫と結婚後の期

間であるため任意未加入期間であり、特例納付の対象とはなり得ず、申立

人の主張には不自然さが認められる。 

   さらに、申立人は、昭和 40 年９月から 41 年３月までの期間を 53 年 12

月 15 日に特例納付した領収書を所持している一方、社会保険庁のオンライ

ン記録において同期間が定額保険料の納付を表す「Ａ」記号で表示されて

いることから、当該期間が二重納付となっていると主張しているが、社会

保険事務所が保管する特殊台帳（紙台帳）には、当初未納とされていた同

期間が 53 年 12 月に特例納付により納付済みに訂正されていることが確認

でき、Ｂ村の国民年金被保険者名簿において昭和 40 年度の未納月数「７」

が二重線で消され、納付月数「７」と記録されていることと符合する上、

社会保険庁において納付記録をアルファベット等のコードを用いて納付方

法別に記録するようになったのは、59 年２月以降であり、それ以前に記録

された特例納付は、オンライン記録では一律に「Ａ」と表示されるのが一

般的であることから、申立人の主張は当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1972 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年 10 月から平成６年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月から平成６年３月まで 

私は、昭和 46 年 10 月に会社を退職後、父が 47 年７月５日に国民健康

保険の手続と共に国民年金の加入手続をしてくれ、国民年金保険料は、

母が平成６年３月分まで払い続けてくれていたはずであり、記録では昭

和 47年 10月に国民年金の被保険者資格を喪失したことになっているが、

手続をした記憶は無く、申立期間が未加入となっているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿により、申立人が昭和 47

年 10 月２日に国民年金の被保険者資格を喪失後、国民年金の加入手続は行

われていないことが確認でき、社会保険庁のオンライン記録と一致してい

ることから、申立期間は未加入期間であり、国民年金保険料を納付するこ

とはできない。 

また、申立人は、昭和 47 年 10 月の資格喪失について、集金人が勝手に

資格喪失の手続を取り、その後申立人の母が納付した申立期間の保険料を

集金人に横領され続けたと主張しているが、申立人の被保険者名簿には、

「徴収区分 000」の記載及び「窓口」の押印があり、Ａ市では、これは窓

口で保険料を現金で納付する自主納付者を表すものであり、申立人の元に

集金人が保険料の徴収に行くことは無いと回答しており、申立内容に不自

然さが認められる。 

   さらに、申立期間の保険料納付をしてくれていたとする申立人の母は既

に他界し、申立人は保険料納付に直接関与していないことから、当時の保

険料の納付実態は不明である上、申立期間の保険料を納付していたことを



示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付しているものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1973 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月及び同年５月 

    私は平成３年＊月に 60 歳になったが、夫が国民年金の任意加入手続を

行い、４年３月まで国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料

２か月分だけが未加入となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する国民年金手帳の資格記録欄には、申立人が 60 歳の誕生

日の前日である平成３年＊月＊日に国民年金の強制加入被保険者資格を喪

失し、同年６月 17 日に任意で被保険者資格を再取得したことが記載されて

おり、申立期間は任意未加入期間であり、国民年金保険料を納付すること

はできない。 

また、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 1462 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年４月１日から 35 年４月１日まで 

  ② 昭和 35 年４月１日から同年 11 月 17 日まで 

    私は、昭和 34 年４月から、Ａ事業所でＢ社のＣ（職種）の仕事をし

ていた。その後、35 年４月から、Ｄ社Ｅ出張所で、Ｂ社が作ったＦ

（職種）をしていた。Ａ事業所とＤ社Ｅ出張所で働いた期間は、厚生年

金保険料を給料から引かれていたと思うので記録の確認を申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、昭和 34 年４月１日から 35 年４月

１日までＡ事業所で勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されていた

と主張しているが、社会保険事務所の記録では、Ａ事業所は、厚生年金

保険の適用事業所として確認できない上、商業登記においてもＧ市内に

Ａという名称の法人は確認できない。 

また、申立人は、当時の事業主及び元同僚の氏名を覚えておらず、申

立人の勤務実態について証言を得ることができない。 

   

２ 申立期間②については、申立人は、昭和 35 年４月１日から同年 11 月

17 日までＤ社Ｅ出張所に勤務し、厚生年金保険料を給与から控除され

ていたと主張しているが、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間②において申立人の氏名は無

く、健康保険整理番号に欠番は無い。 

また、申立期間当時、当該事業所の被保険者だった複数の者に照会し

ても申立人の勤務について証言を得ることはできなかった上、そのうち

の一人は、「当時は、臨時従業員として採用される者が多かった。」と



供述しており、同氏が一緒に勤務していたとして氏名を挙げた者の多く

が当該事業所の被保険者名簿で確認できないことから、申立期間②当時、

当該事業所では、必ずしも臨時従業員を厚生年金保険に加入させていた

とはいえない状況がうかがえる。 

さらに、当該事業所は、昭和 39 年５月１日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、元事業主とも連絡が取れず、賃金台帳等の関係

資料が存在しないことから、申立人の勤務実態は不明である。 

 

３ このほか、申立期間①及び②において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1463 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険第３種被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 32 年 10 月１日から 34 年５月１日まで 

    私がＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所において勤務した期間のうち、昭

和 32 年 10 月１日から 34 年５月１日までの間は、社会保険庁の記録で

は厚生年金保険第１種被保険者となっているが、実際は坑内で働いてお

り、第３種被保険者のはずなので、年金記録の訂正を求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した昭和 32 年 10 月から 34 年４月まで（32 年 12 月及び

33 年８月分を除く）の職員給料支給明細において、入坑手当が支給され

ていること、33 年 10 月以降は坑内常勤手当が支給されていること、及び

元同僚の証言から、申立人は、申立期間においてＡ社Ｃ事業所で、坑内に

おいても勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には、昭和 34 年５月に第１種被保険者から第３種被保険者

へ種別変更を行った旨の記載がある上、申立期間に係る職員給料支給明細

に記載された厚生年金保険料控除額は、第１種被保険者の保険料率が適用

されていることが確認でき、申立人が申立期間において第３種被保険者と

しての厚生年金保険料を控除されていたことは認められない。 

また、Ｂ社は、「人事記録により、申立人が昭和 32 年 10 月１日からＤ

課Ｅ担当であったことが確認でき、これは第３種被保険者とは考え難い職

種である。」、「当時、３か月以上にわたり一定時間以上坑内で作業して

いた者を第３種被保険者として取り扱っていたようだが、申立人が当該基

準に該当したかどうかは、当時の資料が無いため不明である。」と回答し



ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険第３種被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案1464 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年５月から同年11月１日まで 

    私は、昭和29年５月から同年10月末までＡ社Ｂ事業所Ｃ課にＤ（職

種）として勤務していた。この期間が厚生年金保険の被保険者期間とな

っていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された「Ｅ（卒業証書名）（昭和29年３月18日卒業）」、

申立人の業務内容等についての詳細な供述及び元同僚の証言から、申立人

が申立期間において、Ａ社Ｂ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該元同僚は、当該事業所では毎年５月から10月までの季節労

働となっており、申立人と一緒に昭和29年の季節労働期間を勤務したとし

ているところ、当該元同僚についても、申立人と同様に30年の季節労働期

間に係る厚生年金保険の加入記録はあるものの、申立期間については、厚

生年金保険の加入記録が無い。 

   また、社会保険事務所が保管する当該事業所の被保険者名簿において、

申立期間に厚生年金保険被保険者資格を取得した者の中に申立人の氏名は

無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

さらに、当該事業所は昭和45年５月５日に適用事業所でなくなっており、

申立期間当時の関係資料は既に廃棄済みで、申立人の勤務実態は不明であ

る上、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関係資

料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1465 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年３月 26 日から 58 年６月 26 日まで 

私は、Ａ社がＢ社に名称変更した後の昭和 58 年６月 26 日まで、妻と

一緒に同社に勤務していた。妻は、申立期間について厚生年金保険の加

入記録があるのに、私のＡ社における資格喪失日が 56 年３月 26 日とな

っているのは納得できない。資格喪失日を 58 年６月 26 日に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ社及びＢ社に妻と一緒に勤務していた

と主張しているが、昭和 53 年６月 30 日に申立人から代表取締役を引き継

いだ後任者は、「当時、私はＣ（資格名）の資格を取得しておらず、同資

格を取得していた申立人を私が資格を取得するまで、（代表取締役交代後

も）引き続き約２年にわたり雇用した。また、申立人とその奥さんが辞め

る際、奥さんから、あと何年かで年金が貰えるので、厚生年金保険を続け

させてほしいと言われ、奥さんだけ加入を続けた。奥さんから申し訳あり

ませんでしたと言われたので間違いない。」と供述している。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の厚生年金保険被保険者原票によ

り、申立人は、昭和 56 年３月 26 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失

している一方、申立人の妻は、喪失取消と記載されていることが確認でき

ることから、上記後任者の供述には信憑性
しんぴょうせい

が認められる。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録の職歴審査照会回答票の申立期間

において申立人の氏名は無く、健康保険整理番号の欠番も無い上、申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事



情は見当たらない。                       

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1466 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年８月 23 日から同年 10 月１日まで 

私は、Ａ社に派遣社員として平成 11 年８月から勤務しているのに、

厚生年金保険の資格取得日が同年 10 月１日となっている。申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書、Ａ社の「Ｃ（資料名）」及び雇用保

険の加入記録により、申立人が申立期間において同社に派遣社員として勤

務していたことが確認できる。 

しかし、平成 11 年９月 20 日及び同年 10 月 20 日の給与明細書において、

厚生年金保険料控除額欄は空欄となっていることから、11 年８月及び同

年９月の厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

また、事業主は、「申立人は派遣社員として採用されており、当時、派

遣社員は入社時に厚生年金保険に加入させるのではなく、２か月経過して

から加入させていました。」と回答している上、申立人が氏名を挙げた元

同僚も、当該事業所に採用された当初の２か月は厚生年金保険に加入して

いないことを認識していた旨供述している。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録における被保険者縦覧照会回答票

の申立期間において申立人の氏名は無く、健康保険整理番号の欠番も無い

上、当該事業所が提出した、健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書により、申立人の資格取得日が平成 11 年 10

月１日であることが確認でき、ほかに申立期間における厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 1467（事案 47 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年１月から 30 年ごろまで 

当初の判断後、夫が船員手帳に添付していた写真が見つかり、今まで

に自分達で調べた事項を記載した書面と併せて提出するので、再審議願

いたい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人と同様の状況にあったものの、

船員保険加入記録の無い複数の同僚が存在すること、社会保険事務所が保

管する当該事業所の被保険者名簿に申立人の氏名が無いこと、自営業者で

あった事業主が死亡し、資料等も残されていないことから、既に当委員会

の決定に基づき平成 20 年６月 25 日付けで年金記録の訂正は必要ないとす

る通知が行われている。 

申立人の妻は、申立人の船員手帳に貼付されていたとする申立人のみが

撮影された写真、及び事業主の息子等から聴取した事項等を記載した書面

を提出しているが、当該写真では、申立人が船員保険に加入していたこと

を確認することはできない上、提出された書面に記載された事業主の息子

からの聴取した事項等は、当委員会でも確認している内容であり、当初の

決定を変更すべき新たな事情は記載されていない。 

また、口頭意見陳述においても、当初の決定を変更すべき新たな事情は

認められない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1468 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月 28 日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 45 年９月から 46 年９月までＡ事業所に勤務し、厚生年金

保険料を控除されていたと思う。同年２月から同年５月までの４か月

間の厚生年金保険被保険者期間が未加入となっているのはおかしい。

再度の調査をお願いしたい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している元同僚は既に他界しており証言を得られず、社会

保険事務所が保管しているＡ事業所の厚生年金保険被保険者原票から申立

人と同時期に勤務したＢ（職種）で厚生年金保険の加入が確認できた複数

の同僚に照会したところ、「申立人のことは覚えていない。」と述べてお

り、申立期間に係る勤務実態を確認できる供述を得ることができなかった。 

また、Ａ事業所から提出されたＣ（資料名）には、申立人の辞令上の任

用期間として、Ｄ課Ｅ係は「昭和 45 年９月１日から同年２月 28 日まで」、

Ｆ部Ｇ課は「46 年６月１日から同年 11 月 30 日まで」と明記されており、

申立期間の勤務については確認する事ができず、Ａ事業所もＣ（資料名）

以外の申立期間当時の記録を保管しておらず、申立人の勤務実態は確認で

きないと回答している。 

なお、Ａ事業所において、Ｂ（職種）を再雇用する場合、空白期間を設

けていたか聴取したが、「当時の資料が無く、分からない。」と回答して

いるため、当時の任用期間の取扱いについては確認できない。 

さらに、社会保険事務所が保管しているＡ事業所の厚生年金保険被保険

者原票では申立期間の前後において健康保険の整理番号に欠番が見られな

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1469 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 27 年 12 月 30 日まで 

    私は、昭和 26 年４月１日から 27 年 12 月 30 日まで、Ａ県Ｂ市（現在

は、Ｃ市）Ｄに在ったＥ事業所に勤務し、その間厚生年金保険に加入し

ていたはずであるが、未加入となっており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＥ事業所における勤務状況及び元同僚に係る供述は具体的であ

り、申立人が当該事業所において勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が挙げた申立期間当時の同僚は、当該事業所にお

いて昭和 29 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している上、

当該事業所においては、26 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

った際に５人が資格を取得した後は、29 年 10 月１日に 19 人が同時に取

得するまで資格取得者がいなかったことが社会保険事務所で保管している

Ｅ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿により確認できるほか、健康保

険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考

え難い。 

また、申立人がＥ事業所で交付されたと供述している厚生年金保険被保

険者証の番号（厚生年金保険記号番号）は、昭和 28 年１月１日のＦ社に

おける資格取得時に新規に付番されていることが同社に係る厚生年金保険

被保険者名簿により確認できる。 

さらに、Ｅ事業所は昭和 34 年８月 15 日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主及び申立人が記憶している元同僚は、既に

他界しているため、申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認することができない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年６月１日から８年６月１日まで 

ねんきん特別便を確認したところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立

期間が未加入となっていることが判明した。申立期間については、継続

して勤務しており厚生年金保険料も控除されていたと思うので、厚生年

金保険加入期間と認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録及び元同僚の証言から、申立人が申立期間

においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、当該事業所からの回答では、申立人は、申立期間におい

てアルバイトとして勤務しており、給与から厚生年金保険料を控除してい

なかったとしている。 

   また、社会保険庁のオンライン記録では、申立人の厚生年金保険の資格

喪失日は当初、平成７年５月１日とされており、これを同年６月１日に訂

正されているところ、当該事業所ではいずれの健康保険厚生年金保険資格

喪失確認通知書も保管されており、当初届け出た当該確認通知書に健康保

険証を社会保険事務所に返還された際に記されたと思われる「証返納済」

の押印がある上、申立人は、申立期間において健康保険の任意継続被保険

者であったことが確認できる。 

   さらに、申立期間については、社会保険事務所の記録により、申立人は、

Ａ社において昭和 63 年 10 月 25 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得

し、平成７年６月１日に資格喪失後、８年６月１日に資格を再取得してい

るところ、２回の被保険者期間においてそれぞれ異なる健康保険整理番号

が付与されていることが確認できることから、申立人の記録が欠落したも

のとは考え難い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年２月１日から 33 年６月１日まで 

             ② 昭和 34 年１月 28 日から同年７月 19 日まで 

    私は、昭和 31 年２月１日から 34 年７月 19 日まで、Ａ区Ｂに在った

Ｃ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたはずであり、申立期間が未

加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管するＣ社（現在は、Ｄ社）の事業所別被保険者名

簿によると、当該事業所は、昭和 33 年６月１日に社会保険の適用事業所

となり、34 年１月 28 日に適用事業所でなくなっており、申立期間におい

て当該事業所が適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、申立人は、当該事業所が適用事業所となった日に厚生年金保険被

保険者資格を取得し、適用事業所でなくなった日に資格を喪失しているが、

上記被保険者名簿において、得喪日が遡及して訂正された痕跡は認められ

ず、社会保険事務所の事務処理に、不自然な点はうかがえない。 

さらに、当該事業所の事業主は、申立期間当時の記録を保管しておらず、

申立人の勤務実態は確認できないと回答している上、当時の同僚は所在が

不明なため、申立人の申立期間における勤務実態や厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを確認できない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月１日から 49 年４月１日まで 

私は、昭和 48 年４月から 49 年３月までの期間、Ａ社にＢ（職種）

として勤務していた。その前後に別の事業所でＢ（職種）として勤務

していた時は、Ｃ共済に加入し、給与は 18 万円ぐらいであったこと、

及びＡ社で勤務していたときに住んでいたＤ市のアパートの家賃は３

万円ぐらいであったことから、上記期間の給与は 17 万円から 18 万円

だったと思うが、厚生年金保険の標準報酬月額が５万 2,000 円と記録

されていることに納得がいかない。再調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は標準報酬月額の相違について申し立てているが、社会保険庁の

記録によると、Ａ社において、申立人の記憶している元同僚のＢ（職種）

の昭和 48 年４月の標準報酬月額は５万 2,000 円であり、当該事業所へ 47

年に入社した女性被保険者２名の入社時の標準報酬月額は、２万円から３

万 6,000 円であり、48 年に入社した女性被保険者（申立人を含む。）４

名の入社時の標準報酬月額は、４万 5,000 円から５万 2,000 円であり、49

年に入社した女性被保険者９名の入社時の標準報酬月額は、６万円から９

万 8,000 円であることが確認できる。 

また、当該事業所で申立期間当時、総務担当だった職員は、社会保険労

務士の経験もあり、社会保険関係の事務に不正は絶対に無く、内容も手続

も正しく行い、自身の昭和 48 年の年金記録も間違いは無い旨述べている。 

さらに、申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険

料を事業主により給与から控除されていることを確認できる給与明細書等

の関連資料は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、Ｃ共済は、申立人の標準給与の月額等に関して、昭和 48 年３月

は３万 9,000 円、及び 49 年４月は７万 2,000 円と回答している。 



千葉厚生年金 事案 1473 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年４月から 33 年３月まで 

    私は、昭和 29 年４月から 33 年３月まで、夜学に通いながら、Ａ県Ｂ

市ＣにあったＤ社に住み込みで働いていた。厚生年金保険に加入すると

いう条件で入社したので、申立期間について未加入とされていることは

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＤ社に勤務し、厚生年金保険に加入してい

たと主張しているところ、類似する名称のＥ社の閉鎖登記簿謄本に記載さ

れている代表取締役の氏名が、申立人の主張する事業主の氏名と一致して

いることから、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ県Ｂ市に所在する厚

生年金保険の適用事業所としてＥ社、Ｄ社及びこれに類似する名称の事業

所は、確認できない。 

また、申立人が記憶している事業主及び同僚については所在が不明のた

め、当時の申立人に係る勤務の実態について証言を得ることができない。 

さらに申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年６月１日から 35 年９月１日まで 

私は、昭和33年６月１日から35年８月31日までＡ事業所Ｂ課に勤務し、

Ｃ事業場で作業していたが、この期間の厚生年金保険加入記録が無いの

は、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の証言から、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ａ事業所は、昭和41年10月１日に厚生年金保険の新規適用事

業所となっており、申立期間は適用事業所ではない。 

また、申立人が氏名を挙げた２名の元同僚は、Ａ事業所において厚生

年金保険の被保険者として確認できない上、そのうちの１名は、「私も

申立人も、Ｃ事業場で勤務したが、当時勤めていた人で厚生年金保険に

加入している人はいない。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1475 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年１月１日から 19 年 10 月１日まで 

私は、 昭和８年５月３日から 46 年３月 31 日まで、Ａ社 (現在は、

Ｂ社)Ｃ事業場に勤務したが、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落し

ているので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社Ｃ事業場の昇級通知及び永年勤続表彰状により、

申立人が申立期間に当該事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかし、当時施行されていた労働者年金保険法においては、工員等の男

子筋肉労働者のみが適用対象とされ、職員及び女子は適用対象とならなか

ったところ、申立人が所持する人事異動通知書により、申立人は、昭和

17 年 12 月 31 日付けで「Ｄ（職種）」を発令されていることが確認でき、

Ｂ社から提出された「Ｅ（資料名）」により、「Ｄ（職種）」は職員に位

置付けられていたことが確認できることから、申立人は、申立期間におい

て同法の被保険者の対象ではなかったものと認められる。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人は、法律改正の表示（マル改）とともに、昭

和 19 年６月１日に資格取得していることが確認できることから、同年に

労働者年金保険法が厚生年金保険法に改正され、被保険者の対象が職員及

び女子にも拡大されたことにより、新たに厚生年金保険の被保険者資格を

取得（同年 10 月１日から保険料徴収開始）したことが認められる。 

このほか、申立人の申立期間における労働者年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が労働者年金保険被保険者として申立期間に係る労働者年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


